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（１）足立区住生活基本計画（以下「住生活基本計画」といいます。）は、足 

  立区基本計画に係る分野別計画として、平成２９年１１月に策定された住 

  宅政策の総合的な計画です。 

（２）今回の検証では、計画の上半期（計画初年度から令和３年度）の施策の 

  取り組み・進捗状況について、施策の担当所管が定量的に測定し、各施策 

  に設定した目標の達成状況を《２（１）評価方法》により、測定しました。 

（３）今後は住生活基本計画の改定作業にスムーズに取りかかれるよう、今回 

  の中間検証の結果を踏まえ、令和６～７年度にかけて改定方針の検討を行 

  います。 

   なお、本計画の改定時期は令和８年度ですが、足立区基本計画および足 

  立区都市計画マスタープラン等の上位計画の改定のタイミングと重なるた 

  め、住生活基本計画の計画期間を延長し、令和１０年度を目途に改定・施 

  行することといたします。 
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（４）次回の住生活基本計画改定にあたっては、事前に空き家実態調査および 

  分譲マンション実態調査等、必要な基礎資料の収集を行い、区の実態に即 

  した目標を設定します。 

（５）次回の住生活基本計画改定における指標・目標は SDGs（Sustainable  

  Development Goals：持続可能な開発目標）の１７の目標に配慮して設定し 

  ていきます 

 

年度 H29 H30 H31 R２ R３ R４ R５ R６ R７ R８ R９ R10 

西暦 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 

東京都住宅 

マスタープラン 
            

区基本構想             

区基本計画             

区都市計画 

マスタープラン 
           

足立区 

住生活 

基本計画 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

※30 年後を見据えて策定 

概ね１０年の計画 

中間検証 

検
証 

改定作業 改定方針の 

検討 

改 
定 

分
譲
マ
ン
シ
ョ
ン

実
態
調
査 

空
き
家 

実
態
調
査 

改 

定 

中
間
検
証
基
準
時 

１年 

延長 



 

| 3 

（１）評価方法 

      足立区住生活基本計画には、足立区基本計画に基づく４つの基本目標の 

  もと、５５項目の施策指標と個別目標が設定されています。今回の中間検 

  証では、施策指標に設定された個別目標について、計画開始より５年が経 

  過した時点（概ね令和３年）における実績値・推計値に基づき、各担当所 

  管が進捗状況を下記の５段階で評価しました。 
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（２）集計結果 

基本目標 基本方針 ①指標数 ②達成数 ③評価除外 ④達成率 達成率計 

足立に住みたい・住

み続けたい 

多様な人々が活躍

できる 

Ａ 
望む住宅を見つけ

られる・住み続けら

れる 

Ｂ 
多世代が共存する

コミュニティの中で

暮らす 

地域が見守り支え

あい 

安全・安心に住まう

足立のくらしを高め

る 

Ｃ 
地域とともに安全・

安心な住まいを築く 

Ｄ 

お互いに支えあい

ながら住み慣れた

場所で安心して暮

らす 

足立らしい地域の

魅力を発信し 

歩きたくなるような

まちを育てる 

Ｅ 
地域の魅力を発信

し、まちを成長させ

る 

Ｆ 
将来に受け継がれ

る魅力ある住まい

に暮らす 

公営住宅等ストック

を地域に開き 

足立の新たな活力

につなげる 

Ｇ 
公共住宅を地域に

開き、まちの活力を

支える 

Ｈ 
地域コミュニティを

活性化させる 

計 

注：達成数は達成＋達成見込みの合計（上記グラフの赤線内と同じ）です。 

     また、達成率は《②÷（①－③）》で算出しています。  

達成 15

達成見込み 10
未達見込み 24

評価除外 2

評価保留 4
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（１）検証期間（平成２８年～令和３年）における住生活に関する主なできごと 

  ア ２０２０（令和２）年１月頃から新型コロナウイルス感染症が国内で流 

   行し、人々の生活が一変しました。 

  イ 外出自粛や遠隔勤務（テレワーク）などにより、自宅で過ごす時間が増 

   えました。 

  ウ ２０２１（令和２）年から２０２２（令和４）年にかけて、区内から区 

   外への転出超過が起きました。 

  エ 官民の主催を問わず、多くの人が集まるイベントや対面型のイベントの 

   多くが開催中止になりました。 

  オ 感染症の流行予防のため、手洗い・消毒の必要性が認知されました。 

  カ ２０１９（令和元）年に発生した台風１５号の被害等から、水害（洪 

   水・内水氾濫）に対する備えの必要性が認識されることとなりました。 

  キ 国内外の工場閉鎖や輸出入の停止により、様々な製品や建築材料等が不 

   足・高騰し、住宅・建築産業等にも大きく影響しました。 

  ク 内燃方式の自動車から電気自動車（ＥＶ）へシフトしていくことが発表 

   されました。 

  ケ 上記のほか、「省エネ・創エネ」「人手不足」「働き方改革」「ＤＸ 

     （デジタル技術の活用）」「空き家」「住宅要配慮者」「人口減」「民 

     泊」「LGBT」「民族の多様性」「マンション管理の２つの老い」などが 

   社会的な注目を集めました。 

 

（２）達成率について 

  ア 施策の多くが、新型コロナウイルス感染症流行の影響を受けました。 

  イ 中間検証では、概ね過半（47.2％）の指標が達成または達成見込みとな 

   りました。 

  ウ 基本目標のうち、特に達成率が低いものは、「地域が見守り 支えあい 

   安全・安心に住まう足立のくらしを高める」の 30.0％でした。 

  エ 基本方針のうち、特に達成率が高いものは、「多世代が共存するコミュ 

   ニティの中で暮らす」の 80.0％でした。 

  オ 防災・防犯に関する施策では、ハード面（まちの整備・各戸の改善な 

   ど）の達成率が低調でした。 

 

（３）総括 

   本計画の前期５年間で社会や人々の生活が大きく変化し、これまでの課 

  題・目標のほか、新たな課題・目標が数多く生まれました。区の施策も重 

  要度・優先順位が本計画の策定時点から大きく変わっています。 

    本検証においては、コロナ禍等で生じた影響を考慮して目標値の再設定 

  を行っています。本計画の改定時には社会変化に応じた施策指標を取り入 

  れた計画となるように検討していきます。
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施策指標集計表 
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施策の方向 施策指標 
計画 

初期値 

想定 

中間値 

検証 

中間値 

進ちょく 

評価 

最終目標 

担当所管 

中間期までに行った 

目標達成のための 

主な取り組みと検証 

目標値変更の理由と 

変更目標値の設定根拠 

目標達成のための 

今後の取り組み 
当初 変更 

 A-1  

若年世帯向け

住宅の供給誘

導 

① 保育需要に対する 

 待機児童率 

   ※低減目標 

      【基本計画】 

2.4% 

(H27 年度) 

0% 

(R2 年度) 

0% 

(R2 年度) 

◎ 

達成 

0% 

(R6 年度) 
－ 私立保育園課 

認可保育所、小規模保育、東京

都認証保育所の新規施設整備等に

より、平成２７年度から令和２年

度までの間に４，０００人超の保

育定員の拡大を行った。 

－ 

足立区待機児童解消アクション・

プランに基づき、待機児童対策を引

き続き継続していく。 

② 学童保育室の待機 

 児童率 

   ※低減目標 

      【基本計画】 

3.9% 

(H27 年度) 

0% 

(R2 年度) 

6.1% 

(R2 年度) 

● 

 

0% 

(R6 年度) 

4.6% 

(R6 年度) 

住区推進課 

「足立区学童保育室整備計画」

を策定し、需要予測をもとに需要

が多い地域を優先的に学童保育室

の整備を行った。 

【目標変更】 

  「足立区基本計画」の中間見直

しにより目標値を変更したため、

目標値の指標を基本計画の令和６

年度目標値に合わせた。 

①  待機児童解消を喫緊の課題とし 

 て捉え、早期の解消を目指してい 

 く。 

② 最新の実績を踏まえ、学童保育 

 室が不足するすべての地域での整 

 備を目指していく。 

③ 既存ストックの利活 

 用に関する相談及 

 び利活用を促進す 

 るための講座等の 

 イベント参加人数 

        （累計） 

－ 
500 件 

（R3 年度） 

1,010 件 

（R3 年度） 

◎ 

達成 

1,000 件 

（R8 年度） 
－ 住宅課 

平成２９年度から平成３１年度

の３年間において、千住地区を中

心に空き家利活用促進のためのモ

デル事業を業務委託により実施し

た。空き家の利活用を地域住民に

啓発するため、まち歩きやトーク

イベント、DIY 体験など各種イベ

ントを行った。 

 モデル事業は３ヶ年で終了した

が、令和２年より区内各所で出張

相談会を開催し、専門家と協働で

利活用の方法に関する相談のほ

か、管理に関する指導・助言や権

利関係の相談に応じる事業を行っ

ている。 

－ 

 空き家対策は地域の課題であり、

地域の特性・特色に応じた密接な取

り組みが必要である。また、個々の

所有者の事情に対する相談に応じる

ことで、空き家が増加していくこと

の抑制に繋がることから、引き続

き、空き家無料相談会を実施してい

く。 

  また、今後、実施する空き家実態

調査を通じ、きめ細やかな相談体制

を築いていきます。 

 まち歩き トークイベント DIY 体験 相談会 発表会 参加者計 

H29 
2 回 

31、35 名 

3 回 

40、43、93 名 － － － 
5 回 

242 名 

H30 
2 回 

155、30 名 

3 回 

30、33、63 名 

2 回 

15、25 名 － － 
７回 

351 名 

R1 
1 回 

16 名 

2 回 

40、30 名 － 
1 回 

3 名 

1 回 

252 名 

5 回 

341 名 

R2 － － － 
17 回 

39 件 － 
17 回 

39 件 

R3 － － － 
43 回 

37 件 － 
43 回 

37 件 

計 
5 回 

267 名 

8 回 

372 名 

2 回 

41 名 

61 回 

79 名 

1 回 

252 名 

17 回 

1010 名 

 

 

 

 

 

 

 

 

上段：実施回数／下段：参加者数 

 

 

【イベント実施時の様子】 
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施策の方向 施策指標 
計画 

初期値 

想定 

中間値 

検証 

中間値 

進ちょく 

評価 

最終目標 

担当所管 

中間期までに行った 

目標達成のための 

主な取り組みと検証 

目標値変更の理由と 

変更目標値の設定根拠 

目標達成のための 

今後の取り組み 
当初 変更 

 

 A-2  

拠点開発に伴

い多様な住宅

供給 

① エリアデザインがあ 

 る地域ブロックで暮 

 らしやすいと感じて 

 いる区民の割合 

      【基本計画】 

79.9% 

（H27 年度） 

81.9% 

（R2 年度） 

※参考値

（86.0%） 

（R2 年度） 

▲ 

 

83.9% 

（R6 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

90.0% 

（R6 年度） 

まちづくり課 

エリアデザイ

ン計画担当課 

  令和２年度までにエリアデザイ

ン地域内で着手した拠点開発は次

の４か所である。 

 

  ①  文教大学東京あだちキャン 

      パス          （花畑エリア） 

  ②  六町安全安心ステーション 

                     （六町エリア） 

  ③  東京女子医科大学附属足立 

    医療センター （江北エリア） 

  ④  竹ノ塚駅付近鉄道高架化 

                   （竹の塚エリア） 

 

  エリアデザインを実施している

個別エリアについて検証した結果

は次のとおりである。 

（１）エリア内平均値は、令和２ 

  ～４年度の各年度でエリア外 

  の平均値を上回っている。 

（２）綾瀬、千住、西新井・梅島 

  の３エリアにおいて、「暮ら 

  しやすい」と感じている区民 

  がエリアデザイン地域内の平 

  均値（86％）を上回った。 

（３）平均値を下回った江北、花 

  畑、竹の塚、六町の４エリア 

  では、令和２年度までに上記 

  の拠点開発に着手した。 

（４）江北エリアでは、女子医大 

  足立医療センターが建設途中 

  の令和３年度に 10％以上増 

  加した。 

（５）花畑エリアでは、令和２～ 

  ４年度に、文教大学の開学、 

  花瀬橋の架橋、毛長公園の整 

  備などが続き増加した（73.6 

  →78.7→89.8％）。 

（６）竹の塚エリアでは、高架化 

  工事が進んだ令和３～４年に 

  かけて微増した（84.2→ 

  86.1％） 

（７）六町エリアでは、安全安心 

  ステーションろくまるの開設 

  （令和３年）前後で 7.9％ 

    （84.5→92.4％）増加した。 

 

  拠点開発が進むことで、まちが

変わってくることが実感でき、

「暮らしやすい」と感じる区民が

増えたと考えられる。 

            【次ページに続く】  

【目標変更】 

区の世論調査の対象エリアが変

更になったため、平成２７年との

比較・検証ができなくなった。今

後においては現状の値（令和２年

度）と計画最終年（令和６年度）

の目標値について比較・検証する

こととしたので、目標値を検証可

能なエリアのものに変更した。 

  なお、左記の現状値は平成２７

年に実施した調査対象エリアと異

なるエリアで実施した結果の値で

ある。 

関係者と調整しながら拠点開発を

着実に進展させるとともに、公園等

を活用したキッチンカーやイベント

実施などソフト事業も実施していく

ことで「暮らしやすい」実感に結び

付けていく。 

①から④までのエリアに加え、令

和６年度までに下記の⑤から⑧の拠

点開発に着手する予定である。 

  ⑤  綾瀬駅前開発 

   （綾瀬ゾーン 令和３年度着工） 

  ⑥  江北すこやかプラザあだち 

   （江北エリア 令和４年度着工） 

  ⑦  六町駅前開発 

（六町エリア 令和６年度着工予定） 

 ⑧  高野小学校跡地 

（江北エリア 令和６年度着工予定） 
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【次ページより】 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

綾瀬

ゾーン

北綾瀬

ゾーン

六町エ

リア

江北エ

リア

花畑エ

リア

千住エ

リア

竹の塚

エリア

西新

井・梅

島エリ

ア

エリア

デザイ

ン地域

内

エリア

デザイ

ン地域

外

令和2年 92.6 84.8 84.5 73.9 73.6 89.7 85.3 89.3 86 78.9

令和3年 89.3 85.9 87 84 78.7 93.8 84.2 88.7 87.6 81.9

令和4年 92 82.4 92.4 77.9 89.8 89.2 86.1 89.5 87.6 80.9

70

75

80

85

90

95

① 文教大学東京あだちキャンパス 
   （花畑五丁目・令和３年４月開学） 

② 六町安全安心ステーション 

（六町四丁目・令和３年１１月開設） 
 

③ 東京女子医科大学附属足立医療センター 
   （江北四丁目・令和４年１月開院）  

④ 竹ノ塚駅付近鉄道高架化 

（竹の塚・令和５年３月踏切解消） 
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施策の方向 施策指標 
計画 

初期値 

想定 

中間値 

検証 

中間値 

進ちょく 

評価 

最終目標 

担当所管 

中間期までに行った 

目標達成のための 

主な取り組みと検証 

目標値変更の理由と 

変更目標値の設定根拠 

目標達成のための 

今後の取り組み 
当初 変更 

 A-3  

拠点開発に伴

い多様な住宅 

供給 

① 既存ストックの利活 

 用に関する相談及 

 び利活用を促進す 

 るための講座等の 

 イベント参加人数 

           （累計） 

－ 

500 件 

（R3 年度） 

１,０１０件 

（R3 年度） 

◎ 

達成 

1,000 件 

（R8 年度） 
－ 住宅課 【既出の記載内容と同一のため省略します。９ページのＡ－１③を参照ください。】 

 A-4  

適切な住宅

供給のための

規制誘導 

① ７つの複合型拠点 

 における中高層化 

 率 

【都市計画マスター

ブラン】 

7% 

（H23 年度） 

11% 

（R3 年度） 

8% 

（R4 年度） 

● 

 

13% 

（R7 年度） 
－ 都市建設課 

北千住・綾瀬・竹ノ塚・西新

井・六町・江北・花畑の各エリア

では、エリアデザイン計画に基づ

くまちづくりを推進している。こ

れらの複合拠点では土地の高度利

用が求められることから、建物の

中高層化率が成果指標の１つとな

っていた。 

 しかし、今回の実績値は文教大

学（花畑五丁目）や東京女子医科

大学附属足立医療センター（江北

四丁目）の建設に伴う公営団地の

解体時期と重なったことから、一

部の地区内で中高層建物数が大幅

に減少した影響を受けて、目標値

を下回ったものと推測される。 

－ 

多くの人が集まる複合拠点では、土

地の高度利用が求められる一方、魅力

的な拠点づくりを進めるためには、中

高層化率の指標だけでは測りきれない

部分がある。エリアデザインの計画に

基づく複合拠点では、今後も建物の中

高層化を始めとする高度利用を進めて

いく一方、中高層化率に替わる新たな

成果指標や補完する指標を次回の改定

にあわせて検討していく。 

② 足立区環境整備基 

   準の住居系事業の 

   承認割合 

90% 

（H27 年度） 

100% 

（R3 年度） 

100% 

（R3 年度） 

◎ 

達成 

100% 

（R6 年度） 

削除 開発指導課 

従前は指導要綱（足立区環境整

備基準）により区内における集合

住宅の適切な供給を誘導してきた

ところであるが、平成３１年度に

足立区集合住宅の建築及び管理に

関する条例を制定し、条例を根拠

として指導・誘導することとし

た。 

  この結果、住居系事業の承認割

合が 100％を達成し、ワンルーム

マンションに偏らず、バランスの

とれた住宅供給が担保されること

となった。 

 

【達成】 

条例化によって恒常的な施策目

標が達成でき、目標値が不要とな

ったため、削除した。 

－ 
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施策の方向 施策指標 
計画 

初期値 

想定 

中間値 

検証 

中間値 

進ちょく 

評価 

最終目標 

担当所管 

中間期までに行った 

目標達成のための 

主な取り組みと検証 

目標値変更の理由と 

変更目標値の設定根拠 

目標達成のための 

今後の取り組み 
当初 変更 

 B-1  

多世代居住・

交流の実現 

① ６５歳以上の単身世 

 帯・夫婦世帯の子と 

 の同居・近居の割 

 合（片道１５分未満 

 の場所に住んでいる 

 こと） 

29.7% 

（H25 年度） 

30% 

（R3 年度） 

39.2% 

(Ｈ30 年度) 

◎ 

達成 

30% 

（R6 年度） 

30% 

（R5 年度） 

住宅課 

親世帯と子世帯が適度な距離感

で暮らしながら共に支え合うこと

ができるよう、お互いにメリット

のある「近居」について、東京都

住宅供給公社の「近居であんしん

登録制度」や UR 都市機構による

「近居割」・「近居割 WIDE」の

近居促進支援を窓口やセミナー等

で積極的に案内した。 

【目標変更】 

  指標値は住宅・土地統計調査の

数値を採用しているため、中間値

の算定基準年を平成３０年に変更

した。 

  また、目標の算定年を統計の実

施年である令和８年から令和５年

に変更した。 

当初の計画目標は達成されたが、

引き続き来庁された区民に対して、

東京都住宅供給公社や UR 都市機構の

近居促進支援の周知啓発を図る。 

 また、民間賃貸住宅への取り組み

として、区内不動産取引業団体との

打ち合わせ機会において、単身高齢

者の見守りや孤独死対策の視点か

ら、近居の有用性について周知して

いく。 

② 町会・自治会加入 

 世帯率 

56.0％ 

（H27 年度） 

60% 

（R2 年度） 

49.3% 

（R2 年度） 

● 

 

60% 

（R6 年度） 

50% 

（R6 年度） 

地域調整課 

転入者へ加入促進チラシ・パン

フレットを配布した他、加入促進

のチラシを未加入マンションへ配

布した。未加入者に向けては、あ

だち広報や区ＨＰで情報発信をし

ている。 

 また、町会・自治会に対して

は、各種補助金等を情報提供して

いる他、町会・自治会の活動事例

を講演会で発表し、好事例を共有

できるように支援した。 

【目標変更】 

 重点プロジェクトの事業評価結

果を反映し、目標値を変更した。 

これまでの取り組みに加えて、未

加入世帯でも子どもを通じて町会・

自治会活動に参加でき、緩やかな関

係から町会・自治会が加入促進に繋

げられるように、「未加入世帯も参

加できる子ども向け事業助成」を新

たに開始した。また、町会・自治会

の活動を未加入者に伝えるためのチ

ラシ作成・配布にかかる費用を助成

する「町会・自治会活動周知・加入

勧奨チラシ作成・ポスティング費用

助成」を新たに開始した。これらの

新たな助成制度の活用を促し、地域

活動の再開を支援していく。 

 

 

 

 

 

 

 

③ ＮＰＯ活動支援セン 

 ター登録団体数 

    【基本計画】 

178 団体 

（H27 年度） 

190 団体 

（R2 年度） 

191 団体 

（R2 年度） 

〇 

 

200 団体 

（R6 年度） 
－ 

協働・協創

推進課 

コロナ禍においては、講座や説

明会を対面とオンラインのハイブ

リッド形式で行う等、時勢の変化

に対応することで継続実施を実現

し、登録団体数を伸ばすことがで

きた。 

－ 

子ども食堂スタッフ体験教室など

の実践的な区民向け講座を開催し、

区民の参加意識を醸成し、活動を促

すことで地域活動の総量の増加を図

り、登録団体数の増加につなげる。 

④ サロンやサークル 

 等、地域で高齢者 

 が参加できる集いの 

 場の発掘を支援し 

 た数 

0 か所 

（H27 年度） 

100 か所 

（R2 年度） 

157 か所 

（R2 年度） 

〇 

 

200 か所 

（R6 年度） 

削除 
地域包括ケ

ア推進課 

令和２年度から始まった生活支

援体制整備事業の一環として、地

域包括支援センターに地域の集い

の場の活動把握業務委託を開始し

た。 

【目標削除】 

令和３年に行われた基本計画の

改定により指標としての取扱が終

了したことから、施策目標として

の目標値を設定することは取り止

めた。 

  事業については、引き続き継続

して実施していく。 

－ 

  【加入促進パンフレット】      【加入促進チラシ】 
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施策の方向 施策指標 
計画 

初期値 

想定 

中間値 

検証 

中間値 

進ちょく 

評価 

最終目標 

担当所管 

中間期までに行った 

目標達成のための 

主な取り組みと検証 

目標値変更の理由と 

変更目標値の設定根拠 

目標達成のための 

今後の取り組み 
当初 変更 

 B-2  
住み替えによ

るバランスの

取れたコミュ

ニティ形成 

① マイホーム借り上げ 

 制度へ登録している 

 住宅数（H１８年１０ 

 月からの累計） 

12 件 

（H28 年度） 

30 件 

（R3 年度） 

55 件 

（R4 年度） 

◎ 

達成 

50 件 

（R8 年度） 
－ 住宅課 

  マイホーム借り上げ制度とは、

一般社団法人移住・住みかえ支援

機構が実施している健全な空き家

を借り上げして、賃貸住宅として

提供する制度のことである。本制

度のパンフレット等を活用し、周

知啓発を実施している。 

－ 

  空き家対策の一環としても有用な

制度であるので、借り手側・貸し手

側の双方に周知していく。 

  

 C-1  

安全・安心の

住まいづくり 

① 住宅の耐震化率 

        【基本計画】 

83% 

（H27 年度） 

95% 

（R2 年度） 

91% 

（R2 年度） 

● 

 

概ね 

達成 

（R7 年度） 

95％ 

（R7 年度） 

建築防災課 

年間の主な取り組みとして、あ

だち広報へ助成制度等の掲載を４

回行うとともに、区民に向けた耐

震説明会・相談会を４４回開催す

ることで、耐震化の必要性を周知

した。また、千本桜まつり及び A

フェスタなどのイベントでの普及

啓発や木造密集地域を含む特定地

域内の助成金額を拡充し、耐震化

の促進を図った。 

 耐震助成申請件数は、建物所有

者の経済状況や地震に対して不安

を感じていない等の理由から、

年々減少している傾向にある。 

【目標変更】 

平成３０年住宅・土地統計調査の

結果を基に、令和３年に足立区耐

震改修促進計画を改定した際、耐

震化率を見直したので、これにあ

わせて目標値を変更する。 

令和５年度から３年間限定で、助

成金額の上限及び助成率を拡充する

ことにより目標達成を目指す。ま

た、あだち広報に加え、公社ニュー

ス「トキメキ」にも年間を通し広告

掲載をすることで普及啓発を行い、

耐震化の促進を図る。 

② 重点的に取組む密 

 集市街地の不燃領 

 域率 

58% 

（H27 年度） 

70% 

（R2 年度） 

62.2% 

（R2 年度） 

● 

 

72% 

（R6 年度） 

67% 

（R6 年度） 

建築防災課 

密集市街地整備事業により関原

一丁目地区、足立一・二・三・四

丁目地区、西新井駅西口周辺地

区、千住仲町地区及び千住西地区

において、広場や道路拡幅整備を

実施してきた。 

都市防災不燃化促進事業により補

助１３６号線及び補助１３８号線

沿道の不燃化促進区域にて、燃え

にくい建物への建替え等に補助金

を交付し、建替え等を促進してき

た。 

不燃化特区制度により平成２６年

度から西新井駅西口周辺地区

（54.8ha）、平成２７年度から足

立区中南部一帯地区（645.4ha）

を不燃化特区に指定し、解体・建

替え工事に助成金を交付してき

た。 

これらの結果、終点的に取組む密

集市街地（不燃化特区区域）の不

燃領域率は平成２７年度の 58％

から令和２年度で 62.2％に向上

した。しかし、東京都防災都市づ

くり推進計画における一律 70％

の目標値はハードルが高く、実際

には 4.2％の上昇に留まった。 

【目標変更】 

東京都は令和２年度末に改正し

た東京都防災都市づくり推進計画

において、不燃化特区制度の事業

期間を当初計画していた令和２年

度から令和７年度までに延伸し

た。 

 これにより、各地域一律 70％

から平成２８年度時点の不燃領域

率に１０ポイント以上を加えた値

を令和７年度までの目標値とする

ことが示された。これに併せ、区

では令和 7 年度の不燃領域率の目

標を 68％に変更し、区の基本計

画の目標値を令和６年度に 67％

として設定したため、整合を図っ

た。 

密集市街地整備事業を継続してい

る西新井駅西口周辺地区及び千住西

地区では、引き続き、協議会と協働

によるまちづくりを進め、関係権利

者や事業者等の協力を得ながら広場

や道路拡幅整備に取り組んでいく。 

都市防災不燃促進事業を活用し、引

き続き、延焼遮断帯の早期形成を図

るため、不燃化促進区域内の建替え

促進を行う。 

不燃化特区制度を活用し、地区内の

住宅等の約４万戸、関係事業者約

１，２００社へチラシ配布を行う。

また、地区内８か所で計１６回／年

の解体・建替え相談会を開催する。

引き続き、あだち広報・ホームペー

ジの活用などにより事業の周知・啓

発活動を行っていく。 

 特に不燃化特区制度では、令和５

年度より建築費助成の新設及び解体

費助成を増額する。加えて、これま

で以上に事業の周知・啓発活動を積

極的に行うことで、新たな目標達成

に向け不燃化を加速させる。 
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施策の方向 施策指標 
計画 

初期値 

想定 

中間値 

検証 

中間値 

進ちょく 

評価 

最終目標 

担当所管 

中間期までに行った 

目標達成のための 

主な取り組みと検証 

目標値変更の理由と 

変更目標値の設定根拠 

目標達成のための 

今後の取り組み 
当初 変更 

 C-1  

安全・安心の

住まいづくり 

③ 特定地域における 

 無接道家屋の建替 

 え認定・許可件数 

           （累計） 

－ 
（H28 年度） 

100 件 

（R3 年度） 

 

※参考値 

（16 件） 

（R3 年度） 

 

 

▲ 

 

200 件 

（R8 年度） 

42 件 

（R8 年度） 

開発指導課 

あだち広報や A-FESTA 等を活

用し、区民への制度周知に努め

た。あわせて、「全日本不動産協

会」及び「東京都宅地建物取引業

協会」との連絡会や研修会におい

て、制度を紹介し、積極的に活用

していただくよう協力を依頼し

た。 

相談案件については、無接道家

屋の解消又は建替えの可能性がな

いか、ヒアリングを丁寧に行い、

調査を徹底して行った。また、分

かりやすい案内を作成するなどの

業務改善を随時行ってきた。 

許可の可能性が認められる案件

は、建築審査会において、建替え

が及ぼすまちの安全性に対する効

果について委員へ丁寧に説明し、

理解が得られるよう努めた。 

【目標変更】 

無接道家屋の除却のみが行われ

た場合、実態を正確に把握するこ

とは困難であり、除却を含んだ中

間値の算定は実施できなかった。

そのため、中間値は建替え認定・

許可件数のみである。今後、実績

数及び目標値は建替え・除却件数

から建替え認定・許可件数に改め

る。 

評価については、現状値が除却

を含む数値であり、直接対比が可

能な数値となっていないため、次

回の検証時に改めて評価すること

とする。 

無接道家屋の建替えには建築基

準法第４３条第２項に基づく認定

又は許可が必要となる。目標値は

これまでの実績値の推移から推定

して新たに設定する。 

ホームページやあだち広報などで

許可実績を紹介し、事業の普及啓発

に努める。また、関係権利者との調

整が困難なものについては、区が主

体的に関わり、協定団体との連携を

機能させながら丁寧に対応してい

く。 

 C-2  

強靱な住宅

地づくり 

① 都市計画道路整備 

 延長の割合 

     (区内総延長) 

      【基本計画】 

75% 

（H27 年度） 

81% 

（R2 年度） 

78% 

（R2 年度） 

● 

 

82% 

（R6 年度） 
－ 道路整備課 

区施工の補助第２５８号線六町

加平橋の取り付け道路部や補助第

２５９号線、補助第２７４号線に

ついては、概ね目標の工程どおり

工事施工を行った。 
－ 

区施工である補助第１３８号線江

北地区は令和５年度に事業認可を取

得した。また、補助第２５５号線は

基本設計及び用地測量に着手した。 

補助第２５６号線、区画街路第９

号線については用地買収を粛々と行

う。 

引き続き東京都と協力しながら、

都施工路線の早期完了を目指す。 

② 細街路整備距離 

            （累計） 

71,449m 

（H28 年度） 

79,500m 

（R3 年度） 

79,413m 

（R3 年度） 

● 

 

87,500m 

（R8 年度） 
－ 建築防災課 

あだち広報、ホームページ、金

融機関での配架、他所属との連携

などによる周知や窓口での丁寧な

説明を行ったことりより、実績値

が中間の目標値と近似値であっ

た。 

－ 

引き続き周知に努め、事業を推進

していく。 

③ 重点的に取組む密 

 集市街地の不燃領 

 域率 

      【基本計画】 

58% 

（H27 年度） 

70% 

（R2 年度） 

62.2% 

（R2 年度） 

● 

 

72% 

（R6 年度） 

67% 

（R6 年度） 

建築防災課 【既出の記載内容と同一のため省略します。１４ページの C－１②を参照ください。】 
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施策の方向 施策指標 
計画 

初期値 

想定 

中間値 

検証 

中間値 

進ちょく 

評価 

最終目標 

担当所管 

中間期までに行った 

目標達成のための 

主な取り組みと検証 

目標値変更の理由と 

変更目標値の設定根拠 

目標達成のための 

今後の取り組み 
当初 変更 

 C-3  

地域活動を

通じた防災・

防犯対策 

① 区内刑法犯認知件 

 数 ※低減目標 

      【基本計画】 

6,519 件 

（H28 年度） 

5,519 件 

（R2 年度） 

3, 693 件 

（R2 年度） 

◎ 

達成 

4,300 件 

（R6 年度） 

3,700 件 

（R6 年度） 

危機管理課 

刑法犯認知件数は当初の目標値

を大きく下回って達成することが

できたが、安全安心なまちの実現

には、区と地域と警察が一体とな

って「足立区総ぐるみ」で防犯対

策に取り組む必要がある。しか

し、新型コロナウイルス感染症の

拡大により、地域活動の自粛や各

種イベントが中止となったため、

非接触型の啓発活動を実施した。

また、新型コロナウイルス感染症

の感染が落ち着いた後については

啓発活動を促進していく。 

 

【目標変更】 

 区内刑法犯認知件数が減少傾向

にあったため、当初設定した目標

値をさらに低減させた。 

 都市計画マスタープランの中間

検証の際に数値を変更した。 

  今後は警察だけでなく、庁内関

係所管との連携を図りながら、防

犯対策や啓発方法のさらなるブラ

ッシュアップを検討し、また体感

治安の一層の向上を図るため、刑

法犯認知件数の減少などの情報発

信を積極的に行い、区のイメージ

アップを図る。 

   都市計画やまちづくりの面から

は、開発事業者や公共施設整備主

体へ対し、引き続き「防犯設計ガ

イドライン」の活用を求め、集合

住宅や住宅地開発、道路・公園な

どの設計の際に、見通しの確保さ

れた空間設計や防犯建物部品、防

犯カメラ等の防犯設備の採用を推

進するなど、防犯性の高い環境形

成を推進する。 

   また、以下の取り組みを進めて

行く。 

 

ア 駅前等繫華街以外の地域への 

  防犯カメラの設置 

イ 青パトの地域団体への貸出、 

  青パトの運行を事業者への委 

  託 

ウ  開発事業者等へ、防犯設計ガ 

  イドラインの活用を促す 

エ AI システム設置費用補助（万 

  引き対策） 

オ 自動通話録音機のさらなる貸 

  与の促進（特殊詐欺対策） 

カ  防犯機能強化型カメラ付きテ 

  レビドアホンの設置補助（特 

  殊詐欺対策） 

キ  各種防犯対策グッズの配布 

  （センサーライト、防犯フィ 

  ルム） 

ク 防犯対策品の購入費及び設置 

  費補助 
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施策の方向 施策指標 
計画 

初期値 

想定 

中間値 

検証 

中間値 

進ちょく 

評価 

最終目標 

担当所管 

中間期までに行った 

目標達成のための 

主な取り組みと検証 

目標値変更の理由と 

変更目標値の設定根拠 

目標達成のための 

今後の取り組み 
当初 変更 

 C-3  

地域活動を

通じた防災・

防犯対策 

② 防犯まちづくり推進 

 地区認定数（累計） 

8 町会・ 

自治会 

（H28 年度） 

23 町会・

自治会 

（R3 年度） 

19 町会・

自治会 

（R3 年度） 

● 

 

38 町会・

自治会 

（R8 年度） 

26 町会・

自治会 

（R8 年度） 

危機管理課 

 これまで「防犯まちづくり推進

地区」は広報紙による認定効果の

掲載や未認定地区への制度説明を

行い、認定地区拡大を図ってき

た。 

しかし、計画当初は毎年３町会

の新規認定を予定していたが、新

型コロナウイルス感染症拡大によ

る町会・自治会活動の制限・縮小

が余儀なくされてきた。そのた

め、令和２年度以降は新規認定に

向けた積極的な働きかけができ

ず、目標していた認定数よりも少

ない達成状況となった。 

一方で認定地区に対しては５年

ごとの更新制度に基づき、憲章達

成度についてのヒアリングやまち

歩きを実施し、憲章改正の検討を

踏まえ認定更新してもらえるよう

に努めた。よって認定数の維持は

達成できた。 

【目標変更】 

 新型コロナウイルス感染症拡大

による町会・自治会活動が縮小傾

向にある中で防犯活動に満足に尽

力できない地域もあり、新規認定

地区の拡大が難しい現状がある。 

一方で、「防犯まちづくり推進

地区」は各町会・自治会による主

体的な活動によって成り立つもの

である。防犯活動に意欲的に取り

組んでいただけるような、継続的

な働きかけが必要になる。そのた

め、認定済み地区の活動を活発化

させることで認定地区の風化を防

いでいくことも重要であると考

え、認定数目標値を下方修正し

た。 

 新規認定地区拡大は近隣町会の紹

介や勧誘による力が大きい。そのた

め、区民事務所と連携し、町会・自

治会長が集まる場に参加して制度の

周知をしていく。その際、防犯まち

づくり推進地区認定によるメリット

提示を積極的に行い、自主的に認定

に動いていただけるよう図ってい

く。 

 認定済み地区の効果向上の面から

は、各地区の活動状況や地域特性、

認定前後の刑法犯認知件数の推移を

踏まえながら効果検証をしていく。

その上で必要な対策を認定地区ごと

に検討し、町会・自治会の方との対

話を重ねながら効果的な防犯活動を

続けていただけるようサポートして

いく。 

③ 地区防災計画策定 

 団体数（累計） 

     【基本計画】 

2 団体 

（H27 年度） 

45 団体 

（R2 年度） 

46 団体 

（R2 年度） 

〇 

 

100 団体 

（R6 年度） 

98 団体 

（R6 年度） 

災害対策課 

 町会・自治会への事前説明、新

規策定支援ワークショップを実施

した。 － 

町会・自治会への事前説明、新規

策定ワークショップを継続して取り

組む。 
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施策の方向 施策指標 
計画 

初期値 

想定 

中間値 

検証 

中間値 

進ちょく 

評価 

最終目標 

担当所管 

中間期までに行った 

目標達成のための 

主な取り組みと検証 

目標値変更の理由と 

変更目標値の設定根拠 

目標達成のための 

今後の取り組み 
当初 変更 

 C-4  

既存ストック

の適正管理

の推進 

① 住宅相談等の参加 

 件数（累計） 

207 件 

（H28 年度） 

1,600 件 

（R2 年度） 

818 件 

（R3 年度） 

● 

未達見込 

3,000 件 

（R8 年度） 

1,800 件 

（R8 年度） 

住宅課 

相談等の事業として、住まいの

相談・分譲マンションアドバイザ

ー派遣・マンション相談・分譲マ

ンション維持管理セミナー・総合

住宅相談会を実施してきたところ

であるが、新型コロナウイルス感

染症拡大に伴う自粛期間等に相談

事業が実施できず、参加件数が落

ち込んだ。 

【目標変更】 

  当初の目標は３００件／年であ

ったが、新型コロナウイルス感染

症による相談事業の中止等を鑑

み、目標を低減した。 

 なお、新たな目標値は令和３年

までの実績値に個別の年間実績

（合計：約２００件／年）の積み

上げを加えて値とした。 

 令和４年より住まいの相談会の相

談枠数を２枠から３枠に増やし、相

談機会の増加を図った。今後におい

てもニーズに併せ相談枠の増加を検

討していく。 

 また、公的団体・民間資格者団体

の無料相談会の充実が著しいことか

ら、これについても周知を図ってい

く。 

② 老朽家屋の指導件 

 数 

270 件 

(H26～H28

年度の 

平均) 

270 件 

（R3 年度） 

168 件 

（R3 年度） 

● 

未達見込 

270 件 

（R8 年度） 

180 件 

（R8 年度） 

開発指導課 

  全区調査や通報により判明した

老朽家屋に対し、粘り強く、継続

して危険解消への働きかけを進め

ている。また、不燃化特区などの

解体助成を案内することで、所有

者自らが危険解消へ着手できるよ

う支援を行っている。 

【目標変更】 

 平成２３年度に４２１件あった

危険な老朽家屋が令和３年度では 

１０７件と順調に減少している。 

  区の働きかけにもかかわらず、

残存する危険な老朽家屋には、所

有者の高齢化や複雑な相続問題等

の困難な事情を抱えている現状が

ある。 

  そのため、１件ごとの老朽家屋

所有者への対応は、事業開始当初

よりかなりの時間を要している。 

  平成３１年以降、老朽家屋の指

導件数は１７０から１８０件で推

移してきているため、今回目標値

設定の件数変更を行う。 

 危険な老朽家屋を最優先とし、所

有者等が抱える様々な問題に真摯に

向き合い、粘り強く対応すること

で、老朽危険家屋の解消を図り周辺

の住環境の保全を図っていく。 

③ ごみ屋敷対策にお 

  ける解決件数 

           （累計） 

507 件 

（H28 年度） 

1,000 件 

（R3 年度） 

929 件 

（R3 年度） 

● 

未達見込 

1,500 件 

（R8 年度） － 
生活環境保

全課 

  ごみ屋敷原因者への支援に重点

を置き、福祉、介護等と連携しな

がら取り組みを進め、概ね達成で

きた。受付累計９９７件に対し、

解決累計９２９件であり、解決率

も 93.2％と高い水準を維持して

いる。 － 

  ごみ屋敷ごとに原因が複数あるこ

とから、それぞれの原因者に応じた

対応を行う粘り強く対応していく。 

 

（１）新規事業である「ごみ屋敷対 

    策相談医」と連携し、ごみ屋敷 

    原因者に応じた対策を図り、早 

    期対応・早期解決を目指す。 

（２）福祉など関係所管と連携し、 

   再発させないための根本的解決を 

   図る。 

（３）職員による定期的な訪問やご 

   み出し等の支援を行う。 
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施策の方向 施策指標 
計画 

初期値 

想定 

中間値 

検証 

中間値 

進ちょく 

評価 

最終目標 

担当所管 

中間期までに行った 

目標達成のための 

主な取り組みと検証 

目標値変更の理由と 

変更目標値の設定根拠 

目標達成のための 

今後の取り組み 
当初 変更 

 D-1  

 人にやさしい

住まいリフォ

ームの推進 

① 高齢者の居住する 

  住宅の一定のバリア 

  フリー化率 

41.8% 

（H25 年） 

47% 

（R3 年） 

※参考値 

(38.3%) 

（H30 年） 

 

… 
 

50% 

（R8 年） 

50% 

（R5 年） 

住宅課 

高齢福祉課 

介護保険給付事業によるバリア

フリー化のほか、高齢者住宅改修

事業の活用により、要介護状態に

なることを予防する、或いは要介

護認定者の在宅生活の継続を図る

目的での住宅改修を促進し、バリ

アフリー化率の向上に取り組んで

いる。 

 また、公営住宅の建替えにあた

っては、東京都福祉のまちづくり

条例等との適合を図り、バリアフ

リー化を推進している。 

 

【評価除外】 

  平成２５年と平成３０年に実

施された「住宅・土地統計調査」

比較したところ、異常値（バリア

フリー率が減る）が発現したた

め、令和５年に実施される「住

宅・土地統計調査」の結果を踏ま

え総合的に評価する。 

  なお、目標の算定年を統計の実

施年度である令和８年から令和５

年に変更した。 

引き続き、現状の取り組みを継続

していく。 

② 住宅改良助成事 

  業、高齢者住宅改 

  修事業（予防給付・ 

  設備改修）、障がい 

  者住宅設備改善事 

  業住宅改修費、介 

  護保険（住宅改修 

  費）の件数   

  【ユニバーサル 

  デザイン推進計画】 

2,247 件 

(H28 年度) 

2,317 件 

（R3 年度） 

2,173 件 

（R3 年度） 

● 

 

3,000 件 

（R8 年度） 

2,310 件 

（R8 年度） 

都市建設課 

建築防災課 

高齢福祉課 

障がい福祉課 

介護保険課 

  区ユニバーサルデザイン推進計

画（以下「UD 計画」という。）

に基づき、安全で安心な住宅を普

及するため、段差の解消、手すり

の取付け及び住宅設備の改善等に

係る費用の一部に対して助成や給

付等を行っている。 

  各事業については、所管担当ご

とにホームページやあだち広報を

通じて周知活動を行っているほ

か、設計・工事業者、地域包括支

援センター等の事業者を通じた制

度案内も行っている。 

  今回算定した令和３年度の実績

については、想定中間値にやや欠

ける結果であったが、新型コロナ

ウイルス感染症を原因とする材料

不足等が解消することにより、目

標の達成が可能なものと思われ

る。 

 UD 計画において目的としてい

る「だれもが暮らしやすい住宅に

居住することを支援する。」と本

計画の目的は合致する。このた

め、本計画における指標、実績値

及び目標値を UD 計画に併せ、統

一することとする。 

 実績 目標 達成率 

住宅

改良 

77 

(25) 
20 125％ 

高齢 

予防 
46 47 98％ 

高齢 

設備 
77 100 77% 

障が

い 
26 30 87％ 

介護  

保険 
1999 2120 94％ 

（ ）内はバリアフリー関連助成件数 

  適宜、区民ニーズに合わせた対象

工事の追加を検討していく。 

  住宅改良助成事業にあっては、令

和４年度からコロナ禍における新た

な生活様式に対応するメニューを加

え、住みやすい住環境の整備を推進

していく。 

 各事業・制度については、あだち広

報、HP 等による周知に加え、関係団

体への周知、業界団体等への PR を行

う。 

  また、障がい者住宅設備改善事業

については、必要な方に必要な改修

が実施できるよう、身体障害者手帳

所持者等制度の対象になる方に対し

てピンポイントでわかりやすい周知

を行っていく。 

 D-2  

住宅セーフテ

ィネットの充実 

① 住宅あっせん事業 

  の利用件数（累計） － 

50 件 

（R3 年度） 

256 件 

（R3 年度） 

◎ 

達成 

100 件 

（R8 年度） 

削除 住宅課 

住宅あっせん事業については不

動産関係団体の協力のもと、住宅

確保要支援者（高齢者・障がい者

等）の希望する条件に合った民間

賃貸住宅の情報を提供し、住居を

あっせんしてきた。 

 １０件／年の合計１００件を目

標としていたが、結果として、令

和３年までの時点で２５６件の相

談を受け、進ちょく予定を大幅に

上回った。 

【事業終了予定】 

住宅確保要支援者（高齢者・障

がい者等）の住宅探しについて

は、令和３年度から開始した「お

部屋探しサポート事業」に移行す

ることとしたため、事業を終了

し、目標値を削除する。 

 

 
－ 

H28 H29 H30 H31 R2 合計 

4 54 92 54 52 256 
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施策の方向 施策指標 
計画 

初期値 

想定 

中間値 

検証 

中間値 

進ちょく 

評価 

最終目標 

担当所管 

中間期までに行った 

目標達成のための 

主な取り組みと検証 

目標値変更の理由と 

変更目標値の設定根拠 

目標達成のための 

今後の取り組み 
当初 変更 

 D-2  

住宅セーフテ

ィネットの充実 

② 区営住宅の児童養 

  護施設退所者等へ 

  の定期使用住宅供 

  給戸数 

－ 

5 戸 

（R3 年度） 

5 戸 

（R3 年度） 

〇 

 

10 戸 

（R8 年度） 
－ 住宅課 

建替えした区営住宅に単身者向

け住居を作り、そのうち５戸を区

内の福祉法人と連携し、児童養護

施設退所者等へ供給できた。目標

に対して予定どおり進ちょくする

ことができた。 

－ 

今後も建替えに併せて児童養護施

設退所者等を対象とした住戸を確保

していくことで児童養護施設退所者

等に対する住宅支援を拡充してい

く。 

③ 都営住宅の募集戸 

  数に対する地元割 

  り当ての住戸の割合 

3.8% 

（H28 年度） 

30% 

（R3 年度） 

2.53% 

（R3 年度） 

● 

 

50% 

（R8 年度） 
－ 住宅課 

年２回の地元割り当ての住戸

は、募集、抽選、資格審査を区で

実施することになっている。資格

審査事務が煩雑なため、１人当た

りの資格審査にかなりの時間を要

し、受け入れの件数を伸ばすこと

ができなかった。 

－ 

都からの割り当て件数を増加させ

るには、区の受け入れ態勢の強化と

事務の効率化が必須である。このた

め、資格審査事務を委託することの

検討をはじめ、Ai 判定による審査手

法の研究などを行っていく。 

④ 高齢者の入居を拒 

  まない賃貸住宅の 

  登録件数 

2,677 戸 

（H28 年度） 

3,000 戸 

（R3 年度） 

2,830 戸 

（R4 年度） 

● 

 

5,000 戸 

（R8 年度） 
－ 住宅課 

国のセーフティネット住宅登録

制度や東京都の「東京ささエール

住宅」制度について、不動産協会

のセミナーや連絡会を通じて周知

啓発を図った。 

－ 

耐震補強費用や住宅改修費用を活

用し、空き家や民間賃貸住宅の空き

住戸を中心に、セーフティネット登

録住宅の促進を図る。 

 D-3  

地域による交

流・見守りと

福祉施設等と

の連携 

① 地域包括支援セン 

  ターでの相談件数 

71,466 件 

（H27 年度） 

91,210 件 

（R2 年度） 

104,042 件 

（R2 年度） 

〇 

 

110,867 件 

（R6 年度） 

削除 
地域包括ケ 

ア推進課 

  平成３０年度から地域包括支援

センターの担うべき業務の整理を

行い、令和２年度から地域包括支

援センター業務の実態把握訪問を

強化した。 

【目標変更】 

  令和３年に行われた基本計画の

改定により指標としての取扱が終

了したことから、施策目標として

の目標値を設定することは取り止

めた。事業については、引き続き

継続して実施していく。 

－ 

②  「絆のあんしん協 

  力機関」登録町会・ 

  自治会数（累計） 

39 町会・

自治会 

（H28 年度） 

100 町会 

・自治会 

（R3 年度） 

130 町会・

自治会 

（R3 年度） 

◎ 

達成 

130 町会・

自治会 

（R8 年度） 

160 町会・

自治会 

（R8 年度） 

絆づくり担当課 

  各地域包括支援センターと連携

した登録の働きかけにより、計画

策定時の目標を上回った。 

【目標変更】 

令和３年度の実績値が令和８年度

の目標値に至ったため、上方修正

する。 

  アフターコロナに向け、地域活動

が活発になっていくことを見込み、

引き続き地域包括支援センターとの

連携や、広報、ホームページ、SNS

等による情報発信を積極的に行い、

地域の見守りネットワークの拡大を

図っていく。 

③ 認知症サポーター 

  養成講座終了者数 

4,114 人 

（H27 年度） 

9,114 人 

（R2 年度） 

1,045 人 

（R2 年度） 

● 

 

13,114 人 

（R6 年度） 

削除 
地域包括ケ

ア推進課 

 新型コロナウイルス感染症によ

る緊急事態宣言中は実施を中止

し、宣言解除後も受講人数を制限

して実施したため目標を下回っ

た。 

【目標変更】 

  令和３年に行われた基本計画の

改定により指標としての取扱が終

了したことから、施策目標として

の目標値を設定することは取り止

めた。 

  事業については、引き続き継続

して実施していく。 

 

－ 
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施策の方向 施策指標 
計画 

初期値 

想定 

中間値 

検証 

中間値 

進ちょく 

評価 

最終目標 

担当所管 

中間期までに行った 

目標達成のための 

主な取り組みと検証 

目標値変更の理由と 

変更目標値の設定根拠 

目標達成のための 

今後の取り組み 
当初 変更 

 E-1  

足立に暮らす

魅力の創出 

① エリアデザインがあ 

  る地域ブロックで暮 

  らしやすいと感じて 

  いる区民の割合 

      【基本計画】 

７９.9% 

（H27 年度） 

81.9% 

（R2 年度） 

※参考値

（86.0%） 

（R2 年度） 

▲ 

 

83.9% 

（R6 年度） 

90% 

（R6 年度） 

まちづくり課 【既出の記載内容と同一のため省略します。10･11 ページのＡ－2①を参照ください。】 

② 樹木被覆率 
8.3% 

（H27 年度） 

8.5% 

（R2 年度） 

9.4% 

（H29 年度） 

◎ 

達成 

8.7% 

（R6 年度） 

9.8 ％ 

（R6 年度） 

パークイノベー

ション推進課 

既存樹木の適切な管理による

「保全」や生長、新しい公園や大

規模開発地の緑地整備などの「創

出」の取り組みにより、中間値の

目標を上回った。なお、保全と創

出のこれまでの具体的な取り組み

は以下のとおりである。 

１ 「保全」の取り組み 

（１）公共施設（公園、道路、学 

    校、団地等）の緑の維持・保 

    全 

（２）民有地における保存樹木及 

    び存樹林の指定・支援 

２ 「創出」の取り組み 

（１）公園の重点整備 

（２）公共施設における積極的な 

    緑化  推進 

（３）民有地における緑化の積極 

   的誘導と支援 

【目標変更】 

 第三次足立区緑の基本計画の目

標値と整合をとるため。 

第三次足立区緑の基本計画に基づ

き、以下のような「まちづくり」と

「ひとづくり」に取り組む。 

１「まちづくり」の取り組み 

（１）まちの骨格となる緑地の形成 

  と拡充 

（２）公共施設における貴重な既存 

  樹木の保全 

（３）民有地内の建築行為に伴う緑 

  地の確保と魅力向上 

（４）民有地における大木・樹林の 

  保全と地域で守り育てるしくみ 

  作り 

２ 「ひとづくり」の取り組み 

（１）緑を育む協創事業の展開 

（２）緑や樹木の効果の普及啓発 

③  「よく行く、または 

   行きたい公園があ 

   る」と思う区民の割 

   合 

42% 

（H27 年度） 

44% 

（R2 年度） 

48% 

（R2 年度） 

◎ 

達成 

46% 

（R6 年度） 

51% 

（R6 年度） 

パークイノベー

ション推進課 

  第三次足立区緑の基本計画に基

づき、「目的に合わせて選べる公

園整備」「計画的で効率的な公園

改修」「公園利用のきっかけづく

り」を進めている。 

  令和２年度の時点で、目標を大

きく上回った。役割分担に基づき

整備された公園が増えてきたこと

や、公園を利用したイベントの開

催や、情報発信を継続して行って

いたことが要因であると考えられ

る。 

【目標変更】 

  重点プロジェクトの目標値と整

合をとるため。 

  第三次足立区緑の基本計画に基づ

き公園整備、ソフト事業、情報発信

を継続して取り組み地域の公園の魅

力を高めていく。 

 

 

公 園 を 利 用 し た イ ベ ン ト 

（ パ ー ク で 筋 ト レ ） 

パークイノベーションに基づき

整 備 さ れ た 公 園 
Ｓ Ｎ Ｓ や 区 ホ ー ム ペ ー ジ を 

利 用 し た 情 報 発 信 
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施策の方向 施策指標 
計画 

初期値 

想定 

中間値 

検証 

中間値 

進ちょく 

評価 

最終目標 

担当所管 

中間期までに行った 

目標達成のための 

主な取り組みと検証 

目標値変更の理由と 

変更目標値の設定根拠 

目標達成のための 

今後の取り組み 
当初 変更 

 E-1  

足立に暮らす

魅力の創出 

④ 自然・緑化対策に 

  対する区民の満足 

  度 

  【都市計画マスタ 

       ープラン】 

57.4% 

（H27 年度） 

61.0% 

（R2 年度） 

69.8% 

（R2 年度） 

◎ 

達成 

65.0% 

（R8 年度） 

73.0% 

（R8 年度） 

パークイノベー

ション推進課 

既存樹木の適切な管理による

「保全」や生長、新しい公園や大

規模開発地の緑地整備などの「創

出」の取り組みにより、中間値の

目標を上回った。なお、保全と創

出のこれまでの具体的な取り組み

は以下のとおりである。 

１ 「保全」の取り組み 

（１）公共施設（公園、道路、学 

  校、団地等）の緑の維持・保 

    全 

（２）民有地における保存樹木及 

  び存樹林の指定・支援 

２ 「創出」の取り組み 

（１）公園の重点整備 

（２）公共施設における積極的な 

  緑化推進 

（３）民有地における緑化の積極 

  的誘導と支援 

【目標変更】 

  都市計画マスタープランの目標

値と整合をとるため。 

第三次足立区緑の基本計画に基づ

き、以下のような「まちづくり」と

「ひとづくり」に取り組む。 

１ 「まちづくり」の取り組み 

（１）まちの骨格となる緑地の形成 

  と拡充 

（２）公共施設における貴重な既存 

  樹木の保全 

（３）民有地内の建築行為に伴う緑 

  地の確保と魅力向上 

（４）民有地における大木・樹林の 

  保全と地域で守り育てるしくみ 

  作り 

２ 「ひとづくり」の取り組み 

（１）緑を育む協創事業の展開 

（２）緑や樹木の効果の普及啓発 

 E-2  

快適に歩ける

生活環境づく

り 

① 平成２９年度以降に 

  バリアフリーに対応 

  した整備を行った歩 

  道の延長（累計） 

       【基本計画】 

0m 

（H27 年度） 

1,800m 

（R2 年度） 

1,610m 

（R2 年度） 

● 

 

4,000m 

（R6 年度） 
－ 道路整備課 

  足立区バリアフリー地区別計画

区役所周辺地区に基づき、主要駅

から区役所までの歩道のバリアフ

リー化を行った。また、都市計画

道路整備の際にも「道路の移動円

滑化整備ガイドライン」等に則り

整備を行った。 

－ 

  引き続き、足立区バリアフリー地

区別計画に基づき歩道のバリアフリ

ー化を進める。また、新設道路整備

等においても引き続きバリアフリー

化に努めていく。 

②  「景観・街並みが 

 良好である」と思う 

 区民の割合 

      【基本計画】 

34.6% 

（H27 年度） 

42% 

（R2 年度） 

51.8% 

（R2 年度） 

◎ 

達成 

50% 

（R6 年度） 
－ 都市建設課 

  景観形成に関するリーフレット

の配布、毎月の SNS による情報

発信を行ったことにより、区民の

景観に対する意識が向上し、身近

な景観の魅力に気付くきっかけに

なったと考える。 

－ 

  区民の景観への関心をさらに高め

て、区民とともに魅力ある景観資源

を発掘していくため、これまでの取

組みに加え、まち歩きやワークショ

ップ等の開催、特定地区に関する情

報発信などを行い、景観形成に関す

る普及啓発の取組みを一層進めてい

く。 

 E-3  

シティセール

スと地域住民

による魅力発

見・発信 

① 足立区を「人に勧め 

  たい」と思う区民の 

  割合 【基本計画】 

48% 

（H28 年度） 

53% 

（R2 年度） 

50.5% 

（R2 年度） 

● 

 

58% 

（R6 年度） 
－ 

シティプロモ

ーション課 

  中間値には届かなかったが、ボ

トルネック的課題の解決に向けた

取り組みの成果が出てきたこと

や、テレビや雑誌などのメディア

で「自然」や「買い物のしやす

さ」など住環境を含め良い話題を

取り上げられたことが一助とな

り、令和元年度には調査開始（平

成２１年度）以来、初めて５割を

超えた。但し、コロナ禍が続いた

令和３・４年度は５割を下回って

おり減少傾向にある。一過性のも

のと考えられるが、今後の動向を

注視していく必要がある。 

－ 

  区外からも評価が高い住環境を始

めとした足立区の魅力を区内外に広

く PR していくことで、区民のまちを

「勧めたい」気持ちを高めていく。 

②  「景観・街並みが 

  良好である」と思う 

  区民の割合 

      【基本計画】 

34.6% 

（H27 年度） 

42% 

（R2 年度） 

51.8% 

（R2 年度） 

◎ 

達成 

50% 

（R6 年度） 
－ 都市建設課 【既出の記載内容と同一のため省略します。このページのＥ－２②を参照ください。】 
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施策の方向 施策指標 
計画 

初期値 

想定 

中間値 

検証 

中間値 

進ちょく 

評価 

最終目標 

担当所管 

中間期までに行った 

目標達成のための 

主な取り組みと検証 

目標値変更の理由と 

変更目標値の設定根拠 

目標達成のための 

今後の取り組み 
当初 変更 

 E-4  
区民等への

情報発信・開

示の強化 

①  「必要な時に必要 

  とする情報が得られ 

  ている」と思う区民 

  の割合 

67.5% 

（H27 年度） 

70% 

（R2 年度） 

73.9% 

（R2 年度） 

〇 

 

75% 

（R6 年度） 
－ 報道広報課 

庁内全体の情報発信力強化に加

え、区公式 LINE アカウントやスマ

ートニュースでの区公式チャンネ

ル開設など、新たなデジタルツー

ルの導入により、区民が「必要時

に情報を確実に得られる」環境を

整えてきた成果であると考える。 

－ 

課題解決や新たな魅力づくりに向

かって、区民一人ひとりの行動や区

民参画量の増加につながる情報発信

を積極的に展開していく。そのため

に、区民に「伝わり・届く」情報を

積極的に提案・発信することのでき

る職員の育成を図っていく。 

 F-1  

環境に配慮し

た住まいづくり 

① 着工戸建て住宅の 

  長期優良住宅認定 

  割合 

       【基本計画】 

14.95% 

（H25～ 

  27 年度

の平均） 

18% 

（R2 年度） 

13.42% 

（R2 年度） 

● 

 

22% 

（R6 年度） 
－ 

住宅課 

建築審査課 

住まいに関する相談等を利用し

て制度の周知を図るとともに、建

築に関する相談窓口でパンフレッ

トを配布するなど、長期にわたり

良好な状態で使用できる優良な住

宅の建設促進を誘導してきた。 

今回、目標が下回った要因とし

ては、長期使用構造等の適合にあ

たり総体的に工事費が高くなって

しまうことや、昨今の不動産価格

や建設費の高騰などが影響してい

ると思われる。 

－ 

今後も引き続き、新たに創設され

た災害配慮基準等の長期優良住宅の

普及や新たな生活様式に関する住宅

改良助成などについて、住まいの相

談や住宅相談会などを利用して促進

を図ることで、暮らしやすい居住環

境を推進し目標達成を目指す。 

② 一定の省エネルギ 

 ー対策を講じた住 

 宅の割合 

16.9% 

（H25 年） 

23% 

（R3 年） 

23.5% 

（H30 年） 

〇 

 

26% 

（R8 年） 

26% 

（R5 年） 

環境政策課 

  所管において、省エネにつなが

るリフォームに対し下記の助成を

行ってきた。 

 

≪省エネリフォーム補助金（年度

により名称の変更あり）≫ 

【事業概要】 

（１）対象機器 

      二重窓・複層ガラス、遮熱 

    塗装等（年度によって種別は 

    異なる） 

（２）補助金額 

   補助対象経費の３分の１ 

   上限額は５万円（年度によ 

      って金額は異なる） 

（３）対象者 

     区内の自ら居住する自宅に 

   対象の改修工事をした個人 

 

平成２４年度より助成制度を通

じて既存住宅の省エネリフォーム

を普及・推進してきた結果、平成

３０年度の施策指標の成果は

23.5％と目標を達成した。 

 

【目標変更】 

指標値は住宅・土地統計調査の

数値を採用しているため、中間値

の算定基準年を平成３０年に変更

した。 

  また、目標の算定年を統計の実

施年である令和８年から令和５年

に変更した。 

  令和４年６月、建築物のエネルギ

ー消費性能の向上に関する法律の公

布により、原則、全ての新築住宅が

省エネルギー基準に適合することが

義務化（公布後３年以内に施行）さ

れ、２０３０年度までには、新築時

に 適 合 す る 省 エ ネ ル ギ ー 基 準 が

ZEH・ZEB 基準へ段階的に引き上げら

れることとなった。（下図参照） 

  また、東京都では、２０３０年ま

でに都内の温室効果ガスを 50％削減

する「カーボンハーフ」の実現を目

標に掲げ、新築住宅等への太陽光発

電設備の設置、断熱・省エネ性能の

確保等を義務付ける制度にし、官民

一体となって低炭素住宅の推進を開

始した。これらの施策により住宅の

新築・更新により省エネ化が進むこ

ととなるが、一般的な建替えのタイ

ミングは４０～５０年間隔であり、

急速な低炭素住宅・ZEH 化には至ら

ないものと思われる。このため、既

存住宅に対して省エネリフォーム等

の誘導を図る必要がある。 

 今後において、区民・事業者へ普

及啓発を推進するとともに、省エネ

化への補助制度により有効かつ効率

的な事業展開を行っていく。 
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施策の方向 施策指標 
計画 

初期値 

想定 

中間値 

検証 

中間値 

進ちょく 

評価 

最終目標 

担当所管 

中間期までに行った 

目標達成のための 

主な取り組みと検証 

目標値変更の理由と 

変更目標値の設定根拠 

目標達成のための 

今後の取り組み 

当初 変更 

 F-1  

環境に配慮し

た住まいづくり 

③ 環境のために、節 

 電や節水等省エネ 

 ルギーを心掛けて 

 いる区民の割合 

     【基本計画】 

54.6% 

（H27 年度） 

62.3% 

（R2 年度） 

46.4% 

（R2 年度） 

● 

 

70.0% 

（R6 年度） 
－ 環境政策課 

  区民の意識変容及び行動変容を

促すため、省エネ・創エネ行動の

促進につながる助成制度を設ける

とともに、地球温暖化対策の推進

に関するテーマの情報発信（あだ

ち広報、区ホームページ、SNS、

チラシ配布等）を行ってきた。

（表７参照） 

 

  平成２３年の東日本大震災直後

は停電への危機感もあり、省エネ

を心がける区民の割合は 69.6％と

高い数値であったが、その後は

徐々に低下し 50％前後の横ばい

状態が続いており、想定していた

割合には届かなかった。 

   あだち広報や SNS など様々な媒体

で環境問題に関する情報発信を行う

とともに、その回数も増やしていく

ことで区民の意識変容につなげてい

く。特に、省エネ意識の回答率が低

い２０代～３０代への効果的なアプ

ローチを検討し、全ての世代におい

て省エネを心がける割合の増加を促

進する。また、幼少期や小学校など

早期からの環境教育を充実させると

ともに、これまでのリモートやオン

ラインの取り組みを活かした講座や

イベントなどを実施することで、環

境問題の理解を深め、行動変容につ

ながるよう啓発活動に取り組んでい

く。 

        

年度 Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ 

目標値 60 60 120 240 240 

実績 47 111 230 294 248 

達成率 78％ 185％ 192％ 123％ 103％ 
 

 F-2  

既存ストック

の流通促進 

① 区が主催する総合 

 住宅相談会の 

 参加人数（累計） 

－ 

300 人 

（R2 年度） 

51 人 

（R2 年度） 

● 

 

600 人 

（R8 年度） 

110 人 

（R8 年度） 
住宅課 

  平成１１年から実施してきた総

合住宅相談会は、あだち広報、ホ

ームページ及び協力団体による地

道な周知活動により、区民の認知

度を獲得してきたところである。 

 相談会は弁護士・税理士・司法

書士・不動産鑑定士・土地家屋調

査士・宅地建物取引士・建築士・

マンション管理士・民間金融機関

などが一体となり、既存ストック

の流通に関する相談のみならず、

売買・近隣問題・税金・建築施

工・リフォーム・相続など住まい

に関するオールジャンルの相談に

応じている。 

 新型コロナウイルス感染症によ

る緊急事態宣言中は開催を中止

し、宣言解除後も感染予防のため

開催を抑制したため、低調な結果

となった。 

【目標変更】 

  相談会が開始された平成１１年

とは異なり、現在においては、協

力団体が行っている無料相談をは

じめ、様々な民間住宅関係団体が

無料相談を開始し、住民の悩みの

解決に対応を開始している。ま

た、インターネットの普及によ

り、相談者が自ら対応事例を検索

し、疑問等の解決が容易となっ

た。これらにより総合住宅相談会

の実質的な相談需要は減少傾向に

ある。さらに令和２年から４年に

かけては、新型コロナウイルス感

染症の拡大により開催を中止し

た。 

 このため目標値の６００人の達

成は困難であることから、目標を

下方修正した。 

   様々な専門家に一度に相談でき

る本相談会は一定の需要が存在する

ため、引き続き、関係団体と共同で

周知を図り、新規相談者の掘り起こ

しを行っていく。他方、インターネ

ットの普及により悩みごとを検索

し、即座に解決することについて行

うことが容易となった。また、Web

会議システムを利用した無料相談会

も民間資格者団体で始められてい

る。このようななか、現状の相談会

のあり方について慎重な検討が必要

である。 
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既存計画 中間見直し 
計画 

初期値 

想定 

中間値 

検証 

中間値 

進ちょく 

評価 

最終目標 

担当所管 

中間期までに行った 

目標達成のための 

主な取り組みと検証 

目標値変更の理由と 

変更目標値の設定根拠 

目標達成のための 

今後の取り組み 
当初 変更 

 F-2  

既存ストック

の流通促進 

② リフォームの年間実 

 施戸数 

6 千戸 

（H25 年） 

8 千戸 

（R3 年） 

5,300 戸 

（H30 年） 

… 
 

1 万戸 

(R8 年） 

1 万戸 

(R5 年） 

住宅課 

住宅改良助成をはじめ、耐震改

修助成などリフォームに資する制

度の活用について区民及び施工業

者等に周知し、一定の効果があっ

たと思われる。しかし、実績とし

て掲げた平成３０年の値は平成 

２５年次より低下しているため、

現状のままでは目標達成が困難と

想定される。ただし、現状の統計

データからは令和３年度の実績値

が算定できないため、正確な検証

は次回の統計結果の公表後に総括

する。 

【目標変更】 

目標の算定年を土地・家屋統計

調査の実施年である令和８年から

令和５年に変更した。 

今後は地球温暖化等の環境対策のた

め、創エネ・省エネリフォームに関

心が集まるものと思われる。区で実

施している様々な助成制度の周知を

より強化して行っていく。 

③ 既存ストックの利活 

 用に関する相談及 

 び利活用を促進す 

 るための講座等の 

 イベント参加人数 

          （累計） 

－ 

500 件 

（R3 年度） 

1,010 件 

（R3 年度） 

◎ 

達成 

1,000 件 

（R8 年度） 
－ 住宅課 【既出の記載内容と同一のため省略します。９ページのＡ－１③を参照ください。】 

 F-3  

マンションの

総合対策 

① 区が主催する分譲 

 マンション維持管理 

 セミナーへの参加 

 人数（累計） 

－ 

500 人 

（R3 年度） 

112 人 

（R3 年度） 

● 

 

1,000 人 

（R8 年度） 

600 人 

(R8 年度) 

住宅課 

  分譲マンション維持管理セミナ

ーは年間２回実施し、１回あたり

の参加者数の目標が５０名のとこ

ろ、概ね４０名程度の参加で推移

している。 

  新型コロナウイルス感染症によ

る緊急事態宣言中は開催を中止

し、宣言解除後も感染予防のため

開催を抑制したため、低調な結果

となった。 

【目標変更】 

  新型コロナウイルス感染症によ

る開催中止分（６回中止）による

見込み参加者数を差し引き、目標

を改め、新たに６００人を目標と

する。 

  分譲マンションの「２つの老い

（住民の高年齢化・建物の老朽

化）」は喫緊の問題であり、早急な

対策が必要である。 

  問題が顕在化する前までに管理に

関する周知・啓発に努め、より強力

な情報発信を行っていく必要があ

る。 

  今後は多くの住民にマンション管

理の重要性を説く機会を増やすセミ

ナーの実施形態の見直しを実施して

いく。 

② マンション管理アド 

 バイザー派遣件数 

          （累計） 

－ 

350 件 

（R3 年度） 

201 件 

（R3 年度） 

● 

 

800 件 

（R8 年度） 

500 件 

（R8 年度） 

住宅課 

  新型コロナウイルス感染症によ

る緊急事態宣言中は派遣を中止

し、宣言解除後も感染予防のため

派遣を抑制したため、低調な結果

となった。 

【目標変更】 

  新型コロナウイルス感染症によ

る派遣中止・自粛分による見込み

件数を差し引き、目標を改め、新

たに５００件を目標とする。 

  個々のマンション管理組合の課題

解決のため、引き続き派遣事業を実

施していく。 
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既存計画 中間見直し 
計画 

初期値 

想定 

中間値 

検証 

中間値 

進ちょく 

評価 

最終目標 

担当所管 

中間期までに行った 

目標達成のための 

主な取り組みと検証 

目標値変更の理由と 

変更目標値の設定根拠 

目標達成のための 

今後の取り組み 
当初 変更 

 G-1  

公営住宅の

適正配置 

① 一般区営住宅の 

 住棟数 

      （集約目標） 

24 棟 

（H28 年度） 

22 棟 

（R3 年度） 

23 棟 

（R3 年度） 

● 

 

18 棟 

（R8 年度） 

20 棟 

（R8 年度） 

区営住宅更

新担当課 

  住戸数を減らさずに区営住宅の

適正配置のために集約建替えを実

施している。 

  令和３年度は建替え時期を迎え

た新田地区の区営住宅をについて

住棟数を２棟から１棟に集約する

建替えに取り組み、新田三丁目ア

パートの解体工事を実施した。 

【目標変更】 

  大谷田地域の区営住宅の建替え

計画ついて実施時期を変更したた

め、住棟数を変更した。 

  引き続き、建替え時期を迎えた区

営住宅の集約建替えを取り組んでい

く。 

② 公共住宅団地（創 

 出用地）における、 

 高齢者世帯、子育 

 て世帯の支援施設 

 や道路・公園等の 

 地域連携施設等 

 の整備件数（累計） 

35 件 

（H28 年度） 

42 件 

（R3 年度） 

42 件 

（R3 年度） 

○ 

 

47 件 

（R8 年度） 
－ 

区営住宅更

新担当課 

 都営住宅・UR 都市機構等の公

共住宅団地の建替えに伴い、事業

者と建替え協議を重ね、団地や住

棟を集約した結果、地域の拠点と

なる施設のための用地を創出する

ことができた。 

 また、地域コミュニティ活性化

に向けたファミリー住戸について

も事業者と連携し供給を行うこと

ができた。 

 なお、平成２８年度から令和３

年度までに行った公共団地(創出

用地)における拠点整備等の実績

は以下のとおりである。 

① 区立興本保育園 

② 区立扇彫刻のある公園 

③ 都営扇三丁目第２アパート区 

   道 

④ 東京女子医科大学附属足立医 

   療センター 

⑤ 区立江北小学校 

⑥ 区立江北平成公園 

⑦ 区立江北キリン公園 

－ 

 引き続き公共住宅団地の建替えを

機に、事業者と連携した公共施設の

整備と拠点づくりを行っていく。 

 G-2  

公営住宅の

建替えに伴う

地域連携 

① 公共住宅団地（創 

 出用地）における、 

 高齢者世帯、子育 

 て世帯の支援施設 

 や道路・公園等の 

 地域連携施設等 

 の整備件数（累計） 

35 件 

（H28 年度） 

42 件 

（R3 年度） 

42 件 

（R3 年度） 

○ 

 

47 件 

（R8 年度） 
－ 

区営住宅更

新担当課 【既出の記載内容と同一のため省略します。このページのＧ－１①を参照ください。】 

 H-1  

ミクストコミュ

ニティやソー

シャルミックス

の推進 

① 公共住宅団地（創 

 出用地）における、 

 高齢者世帯、子育 

 て世帯の支援施設 

 や道路・公園等の 

 地域連携施設等 

 の整備件数（累計） 

35 件 

（H28 年度） 

42 件 

（R3 年度） 

42 件 

（R3 年度） 

○ 

 

47 件 

（R8 年度） 
－ 

区営住宅更

新担当課 【既出の記載内容と同一のため省略します。このページのＧ－１①を参照ください。】 

② 都営住宅の募集戸 

 数に対する地元割 

 り当ての住戸の割合 

3.8% 

（H28 年度） 

30% 

（R3 年度） 

2.53% 

（R3 年度） 

● 

未達見込 

50% 

（R8 年度） 
－ 住宅課 【既出の記載内容と同一のため省略します。２０ページのＤ－２③を参照ください。】 
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